
 

菅生太陽光発電合同会社「（仮称）菅生太陽光発電事業計画段階環境配慮書」に

対する意見について 

 

令和 ４ 年 ８ 月 ２ ６ 日 
経 済 産 業 省 

商 務 情 報 政 策 局 

産 業 保 安 グ ル ー プ 

 

 

  本日、環境影響評価法第３条の６の規定に基づき、「菅生太陽光発電合同会社「（仮称）菅

生太陽光発電事業計画段階環境配慮書」」について、同社に対し、環境の保全の見地からの

意見を述べた。 

 

意見内容は別紙のとおり。 

 

（参考）当該地点の概要 

１．計画概要 

 ・場  所 ：宮城県柴田郡村田町及び仙台市太白区 

 ・原動力の種類 ： 太陽光 

 ・出  力 ： ４０,０００kＷ 

 

２．これまでの環境影響評価に係る手続 

 

計画段階環境配慮書受理 令和４年６月 ３日 

環 境 大 臣 意 見 受 理 令和４年８月１８日 

経 済 産 業 大 臣 意 見 令和４年８月２６日 
 

             問合せ先：電力安全課 長尾、丸山 

             電話０３－３５０１－１７４２（直通） 

                                              



別 紙 

 

菅生太陽光発電合同会社「（仮称）菅生太陽光発電事業計画段階環境配慮書」に対する意見 

 

１． 総論 

（１）対象事業実施区域等の設定 

約１１ｋｍ離れた発電設備を長距離の自営線（以下「長距離自営線」という。）を設

置することについては、本配慮書において、そもそも本発電事業が温室効果ガスの削

減による地球温暖化対策に寄与することを目的とされているところ、仙台市から約１

１ｋｍも離れた村田町まで長距離自営線を用いて送電した上で電力会社の送電線に接

続するとの計画については、発電出力０．６６ｋＷの当該太陽光パネル１枚により得

られるべき温室効果ガスの削減見込量と、長距離自営線を用いて送電する際に必要と

なる設備へ供給される電力量に応じた温室効果ガス及び長距離自営線の設置工事に伴

い発生する温室効果ガスの排出量との総合的収支を見た場合に、温室効果ガスの削減

に寄与するかどうかという観点から、その必要性を改めて検討し、方法書の作成をは

じめ今後の環境影響評価手続において、明らかにすること。その上で、当該必要性に

対して、合理的な説明がない限りは、長距離自営線の敷設の取りやめも含めて検討し、

現在の事業計画を見直すこと。 

また、対象事業実施区域の設定及び太陽電池発電設備及び取付道路等の附帯設備（以

下「太陽電池発電設備等」という。）の構造・配置又は位置・規模（以下「配置等」と

いう。）の検討に当たっては、現地調査を含めた必要な情報の収集及び把握を適切に行

い、計画段階配慮事項に係る環境影響の重大性の程度を整理し、反映させること。 

さらに、長距離自営線を設置しそれを用いて送電することについては、長距離自営

線を既存道路沿いに埋設する工事等により、建設機械の稼働、工事関係車両の運行量

の増加、工事期間中の沿道地域での渋滞の発生等に伴う大気環境への影響の増大や温

室効果ガスの排出量の増加をはじめとする環境影響が新たに生じる蓋然性が高い。こ

のため、太陽光パネル１枚分の発電による環境保全上の効果と長距離自営線を設置し

それを用いて送電することによる環境影響について比較するなど、これに係る必要な

調査を実施した上で、予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、適切な環境保全措置

を検討すること。 



 

（２）関係機関等との連携及び地域住民等への説明 

本事業の実施に当たっては、既存の道路下に長距離自営線を長期間敷設することを

前提としているが、道路の占有に関して、宮城県をはじめとする関係機関との協議が

実施されていない。また、事業実施想定区域（以下「想定区域」という。）の外縁から

最短で約５ｍの位置に存在する住居がある。このため、本事業計画の今後の検討に当

たっては、関係機関等と調整を十分に行い、方法書以降の環境影響評価手続を実施す

ること。また、地域と共生した再生可能エネルギーの導入という観点から、地域住民

等に対し丁寧かつ十分な説明を行うこと。 

 

（３）環境保全措置の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、環境影響の回避・低減を優先的に検討し、代償

措置を優先的に検討することがないようにすること。 

 

２． 各論 

（１）反射光に係る影響 

 想定区域の周辺には、複数の住居が存在しており、太陽電池からの反射光による生

活環境への影響が懸念される。このため、太陽電池発電設備の配置等の検討に当たっ

ては、住居への影響について適切に調査、予測及び評価を行うこと。また、その結果

を踏まえ、太陽電池発電設備の周囲に樹木を残置すること等により、反射光による生

活環境への影響を回避又は極力低減すること。 

 

（２）土地の安定性及び水環境への影響 

 想定区域の周辺には、砂防法（明治３０年法律第２９号）に基づく砂防指定地が存

在することから、土地の改変に慎重を要する地域である。また、本事業の実施に当たっ

ては、切土及び盛土を含む土地造成及び樹木の伐採が想定され、傾斜の大きい斜面に

太陽電池発電設備等を設置する場合や土地造成の工法等によっては、土地の安定性及

び水環境への影響が懸念される。このため、対象事業実施区域の設定及び太陽電池発

電設備等の配置等の検討に当たっては、急傾斜地及び樹林地の改変を可能な限り抑制

した計画とするとともに、専門家等からの助言を踏まえ、土地の安定性及び水環境へ



の影響について適切に調査、予測及び評価を行うこと。また、その結果を踏まえ、土

地の安定性が確保される勾配の決定や工法の選択、適切な排水計画の採用等の環境保

全措置を講ずることにより、土地の安定性及び水環境への影響を回避又は極力低減す

ること。 

 

（３）植物及び生態系に対する影響 

想定区域及びその周辺には、自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）に基づく

自然環境保全基礎調査の第６回及び第７回調査（植生調査）において植生自然度が高

いとされたシキミ－モミ群集等が存在することから、本事業の実施により、植物及び

生態系への影響が懸念される。このため、太陽電池発電設備等の配置等の検討に当たっ

ては、現地調査により自然度の高い植生が存在する区域を明らかにした上で、植物及

び生態系への影響について予測及び評価を適切に行うこと。また、その結果を踏まえ、

既存道路、無立木地等を活用すること等により、自然度の高い植生の改変を回避又は

極力低減すること。 

 

（４）廃棄物について 

本事業は、大規模な太陽電池発電設備の設置が計画されている。このため、太陽電

池発電設備の処分等に当たっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年

法律第１３７号）等の関係法令や「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガ

イドライン（第二版）」（平成３０年１２月環境省）等を確認し、太陽電池発電設備中

の有害物質の含有状況を把握した上で、適切な保守点検及び維持管理を行い、可能な

限りリユースすることにより、廃棄物の発生抑制に努めること。やむを得ず廃棄物と

なるものについては、可能な限りリサイクルするなど、適正な処理を行う計画とする

こと。 

 

以上の検討の経緯及び内容については、方法書以降の図書に適切に記載すること。 

 


